
　日本のODAには三つの大きな特徴があり
ます。一つ目は相手国の主体性を醸成し、自
立的発展を後押しすること。相手国が自発
的な取り組みを行えば、結果的に持続可能
な開発が進み、人々の生活は向上するから
です。多くの途上国で、政府の能力向上や
行政官の育成に取り組んできました。
　二つ目は、貧困削減から教育、保健・衛生、
環境、インフラ整備まで、途上国が抱えるさま
ざまな課題の解決に、伴走者として協力する
こと。各分野の専門家を通して、日本の知識
や経験を生かした協力を行っています。
　三つ目は、経済発展を支えるインフラ整備
を行うと同時に人材育成を重視することです。
インフラを整備した後には、相手国の実情に
合わせて運営・維持管理する人材が必要に
なるからです。たとえばインドの首都デリーで
の地下鉄事業では、鉄道完成後に運営管
理を行う人材の育成を実施しました。彼らは
日本の運行ノウハウを生かし、整列乗車や女
性専用車両などを導入。規則正しい地下鉄

の運行が実現し、デリー市民の暮らしを変えた
といわれるほどの成果を上げました。
　このように、日本のODAは「人を育てる」こ
とを重視してきました。今、日本は数百の技
術協力プロジェクトを途上国で展開し、多くの
日本人専門家を派遣。JICAの海外協力隊員
やNGO、民間企業なども活動してきました。
途上国の人たちと日本人がともに事業に取
り組み、自然に交流が生まれるとき、そこは
「人を育てる」現場となっているのです。

国が成長・発展していくためには
教育が欠かせない─
そうした考え方のもと、
日本はODA（政府開発援助）で
さまざまな人材育成を行っています。
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初等教育から高等教育、産業人材育成まで、
幅広い協力を行っています。3
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　日本が途上国で行っている初等教育支援
の一つに、西アフリカのニジェールで始まった
「みんなの学校」プロジェクトがあります。地
域住民が協力して子どもたちの就学を促すも
ので、学校が学力向上につながることや、栄
養・保健など生活改善の知識も身につくこと
などを保護者や住民に理解してもらいながら
進めています。男女ともに就学率が上がり、
近隣諸国でも同様の取り組みが広がってい
ます。「みんなの学校」の方法を取り入れた
ブルキナファソでは、西アフリカ地域でのエボ
ラウイルス病流行時に手洗いなど公衆衛生
の知識が学校から広がり、学校教育の重要
性が再認識されました。またエジプトでは主体
性や協調性を重んじる“日本式教育”が推進
され、掃除、学級会、日直活動をはじめとした
「トッカツ（特別活動）」を導入する小学校が

着実に増えています。
　一方、途上国の若者に日本の大学や大
学院で学ぶ機会を提供する多様な留学プロ
グラムがあります。2013年から始まった「アフ
リカの若者のための産業人材育成イニシア
ティブ（ABEイニシアティブ）」は、日本の大
学院に留学生を受け入れ、日本企業でのイ
ンターンシップの機会を提供するもの。帰国
後は自国の発展に貢献し、日本とアフリカを
つなぐ人材になることが期待されています。す
でに自国に戻り、日本企業の進出に力を発
揮する人材が生まれています。
　また、内戦状態にあるシリアからの難民に
向けた人材育成事業が「シリア平和への
架け橋・人材育成プログラム（JISR ： 

Japanese Initiative for the future of Syrian 

Refugees）」です。内戦や紛争が起こると若

者たちは教育の機会を奪われ、復興の時が
来ても国づくりを支える人材がいないという
状況になってしまいます。そこでJICAの技術
協力プロジェクトを活用し、5年間で最大100

人の留学生受け入れが始まっています。シリ
ア危機はいまだに続いていますが、いつか日
本で学んだ若者がシリアの復興に携わる日が
くることを切に願っています。
　異なる課題を抱える途上国に対し、日本は
初等教育から高等教育、産業人材育成まで、
きめ細かく幅広い教育支援を行ってきました。
目指すのは、途上国の必要性に合わせた
オーダーメイドの協力です。日本と途上国の
両方を知る人材が育って両国がつながること
が、長い目で見ればその国や地域の平和・
安定や持続可能な発展につながり、日本の
長期的な国益にもつながると考えています。

地下鉄により、デリー市民が安全に確実な移動ができるようになった。
整列乗車も当たり前の風景に。

「みんなの学校」の取り組みが行われているブルキナファソの小学校。

みんなが使う教室をみんなで掃除する。“日本式教育”が取り
入れられたエジプトの小学校で（写真 ： 光石達哉）。

JISRが開催した企業交流会。大学院修了後日本で働きたい
留学生に、日本の企業を紹介した。

　日本が途上国で長年行ってきた教育への
支援は、広い意味での人材育成といえます。
ではなぜ、教育の充実に重きを置いてきたの
でしょうか。その背景にあるのが日本の近代
化の経験です。
　明治政府は近代産業を興すには人材が
必要だという考え方で、教育の普及や人材
育成に力を入れてきました。高等教育では外
国人を教員として雇っています。随筆家・日
本研究家として有名なラフカディオ・ハーン
（小泉八雲）は英語教育に尽力し、フランス
人法律家のボアソナードは日本の近代的な
法整備に取り組みました。一方で政府は多く
の日本人留学生を海外に送っています。福

沢諭吉の言葉「一身独立して一国独立す」
も同様の考え方で、国民一人ひとりが自分で
考え判断できる“独立”した人間であって初
めて、国も独立できるという意味です。福沢は
そのための教育の必要性を説きました。
　日本も近代化にあたり欧米各国の協力を
得ながら、教育を通して人材を育ててきました。
途上国に日本の経験をそのまま当てはめるわ
けにはいきません。しかし、国づくりのリーダー
となる人材が少ない、教育の格差があるなど
の課題に対して、途上国での教育基盤の強
化と、途上国からの留学生受け入れの、この
両方で日本が協力できることは多いと考えて
います。

日本の近代化の経験から、教育を受けた国民が、
国づくりの力になると考えるからです。2

人を育てる教育は、
途上国の
未来を開く

2019年に開催された第7回アフリカ開発会議（TICAD7）では、ABEイニシア
ティブの継続が発表された。
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